
様式第十三（第49条関係）（令元経産令31・一部改正） （表面） 鉱山保安法第47条の規定による立入検査証 ←3センチメートル→ ↑職名 氏名 契 4センチメートル 写真 年月日生 印 年月日発行 発行者 ↓ （裏面） 鉱山保安法抜粋 （報告徴収等） 第47条経済産業大臣又は産業保安監督部長は、保安の監督上必要があると 認めるときは、鉱業権者その他の関係者から必要な報告を徴し、又は鉱務 監督官その他の職員に、鉱山及び鉱業の附属施設に立ち入り、保安に関す る業務若しくは施設の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、 若しくは関係者に質問させることができる。 2鉱務監督官その他の職員が前項の規定により立入検査をし、又は質問す る場合において保安の監督上必要があると認めるときは、保安委員会の委 員を立ち会わせることができる。 3鉱務監督官その他の職員が第一項の規定により立入検査をし、又は質問 する場合は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係者の請求があると きは、これを提示しなければならない。 4第一項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては ならない。 備考用紙の大きさは、日本産業規格B8とすること。  


